
様式第一号

法人名　社会医療法人　名古屋記念財団　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　名古屋市天白区平針四丁目305番地　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

資　産　合　計 14,713,351 負債・純資産合計 14,713,351

建 設 協 力 金 115,915

そ の 他 の 固 定 資 産 178

純 資 産 合 計 5,260,713

保 証 金 469,864

繰 越 利 益 積 立 金 5,210,713保 険 積 立 金 323,181

Ⅱ　評価・換算差額等 0

935,897

Ⅰ　積  　立    金 5,260,713長 期 前 払 費 用 26,759

設 立 等 積 立 金 50,000

ソ フ ト ウ ェ ア 111,462

純 資 産 の 部その他の無形固定資産 927

科　　　目 金　　　額

119,972 280,287

電 話 加 入 権 7,583

負　債　合　計 9,452,638

役員退職慰労引当金

そ の 他 の 固 定 負 債 1,000

車 両 運 搬 具 7,531

長 期 リ ー ス 債 務 182,130土 地 570,189

退 職 給 付 引 当 金 2,020,630

医 療 用 器 械 備 品 704,104

長 期 借 入 金 3,956,108そ の 他 の 器 械 備 品 256,783

長 期 割 賦 未 払 金 58,694

建 物 3,499,894

そ の 他 の 流 動 負 債 1,116構 築 物 153,724

Ⅱ　固　定　負　債 6,498,849

Ⅱ　固　定　資　産 6,448,474 預 り 金 69,152

5,392,605

賞 与 引 当 金 146,998

貸 倒 引 当 金 △ 23,945 未 払 法 人 税 等 3,426

前 払 費 用 51,244 1年以内返済長期リース債務 104,070

繰 延 税 金 資 産 175 未 払 金 317,216

※医療法人整理番号

（※　上記は記載する必要なし）

貸 借 対 照 表

( 令和3年3月31日  現在  )

資　産　の　部 負　債　の　部

た な 卸 資 産 184,825 1年内返済長期借入金 143,829

現 金 及 び 預 金 4,747,661 買 掛 金 1,185,994

事 業 未 収 金 2,639,730 短 期 借 入 金 690,000

建 設 仮 勘 定 200,380

未 払 消 費 税 5,545

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

Ⅰ　流　動　資　産 8,264,877 Ⅰ　流　動　負　債 2,953,789

未 収 入 金 626,551 1年以内返済長期割賦未払金 48,451

そ の 他 の 流 動 資 産 38,636 未 払 費 用 237,992



様式第二号

法人名　社会医療法人　名古屋記念財団　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　名古屋市天白区平針四丁目305番地　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

法 人 税 等 調 整 額 120 3,120

当 期 純 利 益 1,056,487

1,059,607

3,000

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

その他の特別損失 0 43,812

施設整備等補助金収入 43,812

その他の特別利益 1,641 45,453

固 定 資 産 圧 縮 損 43,812

その他の事業外費用 2,773 23,572

経 常 利 益 1,057,966

支 払 利 息 20,799

事 業 利 益 1,080,495

受 取 利 息 1,043

その他の事業外収益 0 1,043

1,071

361

収益業務事業利益 710

本来業務事業利益 1,091,624

51,029

62,868

附帯業務事業損失 △ 11,839

15,988,636

15,860,886

127,750

17,080,260

※医療法人整理番号

（※　上記は記載する必要なし）

損 益 計 算 書

（自　令和  2年　4月　1日　　至　令和  3年　3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

   該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

 

  ② たな卸資産 

・最終仕入原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 (リース資産は除く) 

      定率法によっております。なお、取得価額が 10万円以上 20 万円未満の減価償

却資産については、法人税法の規定に基づき 3年間の均等償却をしています。 

但し、平成 10 年 4 月以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに平成 28 年 4

月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。 

 

  ② 無形固定資産(リース資産は除く) 

      定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

ただし、ソフトウェア(法人内使用分)については、法人内における利用可能期

間(5年)に基づく定額法によっております。 

 

③リース資産 

平成 26 年 4 月 1 日以降に契約した所有権移転外ファイナンス・リース取引に

て、リース契約 1件あたりのリース料総額が 300万円以下の少額のリース取引は、

賃貸借処理とし、300 万円を超える取引にいついて、リース資産・リース債務の

計上を行っています。リース資産は、リース期間を耐用年数とし、定額法を用い

て減価償却費を計上しています。 

 

 



④長期前払費用 

 長期前払費用については、定額法により償却費を計上しています。 

 

４ 引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については法人税法における貸

倒引当の繰入限度額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

  ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年

度に負担すべき額を計上しております。 

 

  ③ 退職給付引当金 

      職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法

(退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により計算

し、計上しております。 

 

  ④ 役員退職慰労引当金 

      役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

① 補助金等の会計処理方法 

固定資産を購入する目的で受け取った補助金については、通知等を受け取っ

た会計年度に一括して収益計上しております。なお、対象となる固定資産に

ついては、固定資産を直接減額する方法によって圧縮記帳処理しております。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

   該当なし 

  



 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 

 

1.資産及び負債のうち収益業務に係るもの (単位：千円) 

資            産 

土 地 35,800 

資 産 合 計 35,800 

 

2.収益業務会計から一般会計への繰入金の状況                     (単位：千円) 

前 期 末 残 高 元 入 金 繰 入 金 当 期 末 残 高 

0 35,800 1,836 △33,964 

 

９ 担保に供されている資産に関する事項 

   【担保に供されている資産】 

科  目 金  額  (千円) 

定期預金 80,000 

土  地 377,946 

建  物 1,756,839 

計 2,214,785 

 

   【担保に係る債務】 

科  目 金  額  (千円) 

短期借入金 0 

長期借入金(1 年以内

返済予定を含む) 

2,926,329 

計 2,926,329 

 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

   該当なし 

 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

   該当なし 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

   名古屋記念病院の移転計画があります。 

   新型コロナウイルスの影響により、患者数の減少があります。 



 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

  ① 基本財産の増減及びその残高    

 前期末残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

定期預金 20,000 0 0 20,000 

合計 20,000 0 0 20,000 

 

②  債権の債権金額、貸倒引当金および当該債権の当期末残高 

    

科          目 債 権 金 額   

(千円) 

貸 倒 引 当 金 残 高 

(千円) 

当 期 末 残 高 

   (千円) 

事 業 未 収 金 2,639,730 23,945 2,615,785 

計 2,639,730 23,945 2,615,785 

 

  ③ 賃貸借処理したファイナンス・リース取引における資産の種類ごとのリース

料総額及び未経過リース料の当期末残高 

科 目 リ ー ス 料 総 額  

(千円) 

未 経 過 リ ー ス 料  

(千円) 

医 療 用 器 械 備 品 72,569 11,196 

そ の  他  器 械 備 品 25,906 10,768 

計 98,475 21,964 

 

④ 繰延税金資産及び繰延税金負債 

繰延税金資産の主な内容は未払事業税の繰入分です。 

 

  ⑤ 満期保有目的の債権の帳簿価額、時価及び評価損益 

   該当なし 

 

  ⑥ 固定資産の償却年数又は残存価額の変更 

   該当なし 

  



  ⑦ 補助金の内訳、交付者及び貸借対照表価額 

 

  
内        訳 交付者 

損益計算書影

響額(千円) 

貸借対照表影

響額(千円) 

1 企業主導型保育事業費補助金 児童育成協会 40,869   

2 病院群輪番制病院運営補助金 病院協会 27,477   

3 臨床研修費等補助金 愛知県 10,003   

4 病院内保育所運営補助金 愛知県 9,917   

5 新型コロナウイルス感染症患者等受入医療機

関緊急支援事業補助金 

厚生労働省 126,000   

6 インフルエンザ流行期における発熱外来体制

確保支援補助金 

厚生労働省 37,341   

7 インフルエンザ流行期における新型コロナウ

イルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周

産期・小児医療機関体制確保事業補助金 

厚生労働省 24,000   

8 新型コロナウイルス感染対策事業補助金 愛知県 948,560   

9 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金

交付事業 

愛知県 213,368   

10 救急・周産期・小児医療機関院内感染防止対

策事業補助金 

愛知県 70,347   

11 医療従事者応援金 愛知県 35,322 3,178 

12 新型インフルエンザ等患者入院医療機関等整

備費補助金 

愛知県 5,783 30,140 

13 医療機関・薬局等における感染拡大防止等支

援事業補助金 

愛知県 14,200   

14 新型インフルエンザ等患者入院医療機関設備

事業（入院医療機関） 

愛知県 1,606 6,950 

15 インフルエンザ流行期に新型コロナ疑い患者

を受け入れる緊急医療機関等の支援 

愛知県 2,003 783 

16 新型コロナウイルス感染症対策用リアルタイ

ム PCR装置等設備整備費補助金 

名古屋市   2,376 

17 名古屋市地域医療体制緊急応援金 名古屋市 11,340   

18 その他補助金 厚生労働省他 7,092 385 

  合         計   1,585,228 43,812 

 

 

 



 

  ⑧ 退職給付会計の適用時差異の未処理残高 

   該当なし 

 

  ⑨ 原則法を適用した場合の、退職給付引当金の計算の前提とした退職給付債務

等の内容 

   該当なし 

 

  ⑩ 有形固定資産の減価償却累計額 7,123,257千円 

        うち減損損失累計額      49,944千円 

 


